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平成 29 年 6 月 28 日 

各 位 

会社名 株式会社トーヨーアサノ 

代表者名 取締役社長 植松 泰右 

（ｺｰﾄﾞ番号 5271 東証第 2部） 

問合せ先 取締役執行役員管理本部長 杉山 敏彦 

（TEL．055－967－3535） 

 

第三者割当による自己株式処分に関するお知らせ 

 

当社は、平成 29 年 6 月 28 日開催の取締役会において、下記のとおり第三者割当による自己株式の

処分を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．処分の概要 

（１）処分期日 平成 29 年 7月 13 日 

（２）処分株式数 300,000 株 

（３）処分価額 １株につき 159 円 

（４）資金調達の額 47,700,000 円 

（５）処分方法 第三者割当による処分 

（６）処分先 高周波熱錬株式会社（300,000 株） 

（７）その他 本自己株式処分は、金融商品取引法に基づく通知書の効力発生を条件として

おります。 

 

２．処分の目的及び理由 

当社グループは、コンクリートパイルを中心としたコンクリート二次製品事業、コンリート二

次製品事業に付随する諸工事を請負う工事事業、コンクリートセグメントの製造・販売を行うコ

ンクリートセグメント事業及び不動産賃貸事業を営んでおります。 

現在、当社は、各事業の事業規模を拡大させ効率を高めることによってグループ事業の発展を

図るとともに、当社の本店所在地を置く静岡県をはじめ、首都圏やその周辺地域に対してより一

層貢献できる企業としての確固たる事業基盤を構築するために、主要取引先との協力関係強化

を検討してまいりました。この度、当社の主要取引先である高周波熱錬株式会社と製品の安全性

向上を図る資材の開発を進めることを目的とした取引関係強化が相互にとって重要であると判

断し、先方と協議した結果、本自己株式処分を行うことを決議いたしました。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

①払込金額の総額 47,700,000 円

②発行諸費用の概算額 －円

③差引手取概算額 47,700,000 円
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 （２）調達する資金の具体的な使途 

自己株式の処分により調達する資金につきましては、平成 29 年 7 月 13 日以降、8月末までの

設備購入資金の支払等に充当する予定であります。なお、支出実行までの資金管理は、当社預金

口座にて管理を行います。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

当社の業務運営に資するものであり、合理性があると考えております。 

 

５．処分条件等の合理性 

 （１）処分価額の算定根拠 

処分価格につきましては、当社普通株式が上場されており、市場価格を基礎として、日本証券

業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」を勘案し、３～５％程度のディスカウントを

行う前提で割当予定先と協議の上、本自己株式処分にかかる取締役会決議日（平成 29 年 6 月 28

日）の前営業日（平成 29 年 6 月 27 日）の株式会社東京証券取引所における当社株式の終値であ

る 168 円に対して 5.35％ディスカウントの 159 円といたしました。取締役会決議の前営業日の

当社株式の終値を基準価格として採用することにいたしましたのは、取締役会決議直前の株式

市場における適正な企業価値を表しているとの認識から、処分価額として合理的であると考え

たためです。 

また、当該処分価額 159 円は同直前１カ月間（平成 29 年 5 月 29 日から平成 29 年 6 月 27 日

まで）の終値の平均値である 163 円（円位未満切捨）に対しては、2.45％のディスカウント、同

直前３カ月（平成 29 年 3 月 28 日から平成 29 年 6 月 27 日まで）の終値の平均値である 163 円

（円位未満切捨）に対しては 2.45％のディスカウント、及び同直前６か月（平成 28 年 12 月 28

日から平成 29 年 6 月 27 日まで）の終値の平均値である 168 円（円位未満切捨）に対して 5.35％

のディスカウントであり特に有利な処分価額には該当しないものと判断いたしました。 

なお、本自己株式処分に係る取締役会には、監査等委員４名全員（全て社外取締役）が出席し

ており、当該処分価額の算定根拠には合理性があり、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱

いに関する指針」に準拠するものであり、特に有利な処分価額には該当しない旨の意見を監査等

委員会が表明しております。 

 

 （２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本自己株式処分による処分株式数は 300,000 株（議決権 300 個）であり、当社の発行済株式数

14,408,400 株に占める割合は 2.08％（小数点以下第三位を四捨五入）、平成 29 年 2 月 28 日時

点の総議決権数（12,363 個）に対して 2.43％（小数点以下第三位を四捨五入）であるため、株

式の希薄化および流通市場への影響は軽微であると考えております。 

また、本自己株式処分は高周波熱錬株式会社との協力関係の強化を目的に行うものであること

から、当社の企業価値の向上に資するものと考えております。従って、本自己株式処分に係る処

分数量および株式の希薄化規模は合理的であると考えております。 

 

６．割当予定先の概要 

（１）処分先の概要 

（１）名称 高周波熱錬株式会社 

（２）所在地 東京都品川区東五反田二丁目 17 番 1 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 溝口 茂 

（４）事業内容 製品事業部関連事業 

PC 鋼棒・異形 PC 鋼棒・せん断補強筋・高強度ばね鋼線等の製
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造販売 

IH 事業部関連事業 

熱処理受託加工および誘導加熱装置・自動車部品・建設機械部

品等の製造販売 

（５）資本金 6,418 百万円 

（６）設立年月日 昭和 21 年５月 15 日 

（７）発行済株式数 43,790,500 株 

（８）決算期 ３月 

（９）従業員数 1,407 人（平成 29 年３月 31 日現在） 

（10）主要取引先 ＮＴＮ株式会社、株式会社メタルワン 等 

（11）主要取引銀行 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社三井住友銀行 

（12）大株主及び持株比率 新日鐵住金株式会社 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)RE NVI01 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

ＪＦＥスチール株式会社 

知多鋼業株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口 9） 

株式会社メタルワン 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口） 

株式会社三井住友銀行 

7.08％

4.23％

4.18％

3.27％

2.68％

2.35％

2.24％

2.23％

2.16％

2.07％

（13）当事会社間の関係 

 資本関係 当社が保有している割当予定先の株式の数 1,219 株

 割当予定先が保有している当社の株式の数 102,000 株

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 平成 29 年 2 月 28 日現在、製品資材の購入代金として 36,811

千円の買掛金があります。 

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（14）最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 27 年 3月期 平成 28 年 3月期 平成 29 年 3月期 

連結純資産 66,176 62,202 63,319

連結総資産 81,828 76,610 76,230

１株当たり純資産（円） 1,411.70 1,322.16 1,381.64

連結売上高 46,895 42,905 43,396

連結経常利益 3,620 2,758 3,589

親会社株主に帰属する当期純利益 2,105 △687 2,834

１株当たり当期純利益（円） 49.41 △16.12 66.98

１株当たり配当金（円） 14.00 14.00 25.00

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※なお、割当予定先である高周波熱錬株式会社は東京証券取引所市場第１部に上場しており、同社が
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同取引所に提出しているコーポレート・ガバナンス報告書（最終更新日：平成 28 年 12 月 6 日）に

記載している「内部統制システム等に関する事項」において、反社会的勢力排除に向けた方針・行

動基準を公表しており、当社は、割当予定先および割当予定先子会社の役職員、主要株主が反社会

的勢力等とは一切関係がないものと判断しております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社は、機動的な資本政策や資本効率の向上を目的とし、自己株式の取得を行ってきましたが、

安定株主を確保することが当社経営の安定に資するとの判断から、第三者割当による自己株式

処分を検討したところ、当社の主要取引先である高周波熱錬株式会社との協力関係を強化する

ことにより、当社のニーズに応じた資材の共同開発や供給等が期待できるものと判断し、同社を

割当予定先としました。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

当社は、割当予定先が、本自己株式処分により取得する当社株式を中長期的に保有する方針で

あることを口頭で確認しております。 

なお、当社は、割当予定先から、割当予定先が払込期日から２年以内に本自己株式処分のより

取得する当社普通株式の全部または一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対し書面によ

り報告すること、当社が当該内容を株式会社東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内

容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定であります。 

 

（４）割当予定先の払込に要する財産の存在について確認した内容 

当社は、割当予定先が本自己株式処分の目的に賛同して頂いていること、また同社の資金等の

状況については平成 28 年３月期有価証券報告書および平成 29 年３月期第２四半期報告書によ

り、本第三者割当に係る払込みに必要かつ充分な現金および預金が存在していることを確認し

ております。 

 

７．処分後の大株主および持株比率 

処分前（平成 29 年 2 月 28 日現在） 処分後 

東洋鉄工株式会社 25.70％ 東洋鉄工株式会社 25.70％

太平洋セメント株式会社 11.88％ 太平洋セメント株式会社 11.88％

株式会社静岡銀行 3.88％ 株式会社静岡銀行 3.88％

スルガ銀行株式会社 3.03％ スルガ銀行株式会社 3.03％

植松 昭子 2.99％ 植松 昭子 2.99％

齋藤 廣一 1.38％ 高周波熱錬株式会社 2.79％

楽天証券株式会社 1.18％ 齋藤 廣一 1.38％

宇田 肇 1.09％ 楽天証券株式会社 1.18％

五十畑 輝夫 1.09％ 宇田 肇 1.09％

高橋 正弘 0.95％ 五十畑 輝夫 1.09％

（注）１．平成 29 年 2 月 28 日現在の株主名簿を基準に記載しております。 

２．上記表には当社保有の自己株式を含めておりません。当社が保有している自己株式

2,017,262 株（平成 29 年 2 月 28 日現在）は割当後 1,717,262 株となります。 

３．持株比率は、発行済株式総数に対する所有株式の割合を記載しております。 

４．持株比率は、小数点以下第３位を切り捨てて記載しております。 
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８．支配株主との取引等に関する事項 

本取引は、支配株主との取引等に該当いたしません。 

 

９．今後の見通し 

本第三者割当が当社業績に与える影響は軽微であります。 

 

10．企業行動規範上の手続 

本件の株式の希薄化率は 25％未満であり、支配株主の異動もないことから、株式会社東京証

券取引所の有価証券上場規定第 432 条に定める独立第三者からの意見入手および株主の意思確

認手続は要しません。 

 

11．最近３年間の業績およびエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成 27 年 2 月期 平成 28 年 2 月期 平成 29 年 2 月期 

売上高 13,916 百万円 13,997 百万円 14,578 百万円

営業利益 662 百万円 283 百万円 72 百万円

経常利益 586 百万円 182 百万円 20 百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 247 百万円 88 百万円 △61 百万円

１株当たり当期純利益 20.61 円 7.18 円 △4.99 円

１株当たり配当金 5.00 円 5.00 円 2.50 円

１株当たり純資産 220.46 円 203.13 円 206.10 円

 

（２）現時点における発行済株式数および潜在株式数の状況 

 株式数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 14,408,400 株 100.0％

現時点の転換価額（行使価格）

における潜在株式数 
―株 ―％

下限値の転換価額（行使価格） 

における潜在株式数 
―株 ―％

下限値の転換価額（行使価格） 

における潜在株式数 
―株 ―％

 

（３）最近の株価の状況 

①最近３年間の状況 

 平成 27 年 2 月期 平成 28 年 2 月期 平成 29 年 2 月期 

始 値 223 円 267 円 131 円

高 値 344 円 271 円 209 円

安 値 167 円 130 円 116 円

終 値 267 円 131 円 173 円

 

②最近６カ月間の状況 

 12 月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 

始 値 175 円 175 円 178 円 173 円 162 円 165 円

高 値 184 円 183 円 181 円 177 円 167 円 169 円
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安 値 170 円 170 円 172 円 161 円 152 円 161 円

終 値 172 円 178 円 173 円 166 円 163 円 161 円

 

 

③処分決議日の前営業日における株価 

 平成 29 年 6 月 27 日 

始 値 168 円

高 値 168 円

安 値 168 円

終 値 168 円

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

① 第三者割当による自己株式の処分 

（１）払込期日 平成 27 年 6月 19 日 

（２）処分株式数 400,000 株 

（３）処分価額 １株につき 228 円 

（４）資金調達の額 91,200,000 円 

（５）処分方法 第三者割当による処分 

（６）処分先 株式会社静岡銀行（400,000 株） 

 

12．処分要項 

（１）処分株式数   ：300,000 株 

（２）処分価額    ：１株につき 159 円 

（３）処分価額の総額   ：47,700,000 円 

（４）処分方法    ：第三者割当による自己株式処分 

（５）払込期日    ：平成 29 年７月 13 日 

（６）処分先（割当予定先） ：高周波熱錬株式会社 

（７）処分後の自己株式数   ：1,717,262 株 

 

 

以 上 

 


